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平成15年改正著作権法（平成15年法律第85号）

の経過規定である附則２条は，映画の存続期間

の延長を定めた改正後の54条１項は「この法律

の施行の際現に改正前の著作権法による著作権

が存する映画の著作物」に適用される，と規定

している。本判決は，「この法律の施行の際」

とは，当該改正法の施行日を指すものと解すべ

きであり，施行の直前の時点を含むものと解す

ることはできないとし，昭和28年に公表された

団体名義の映画の著作物は，施行日の前日であ

る平成15年12月31日に存続期間が満了するた

め，改正後の存続期間は適用されないと判断し

た。判旨に賛成。

本件に関する評釈として，宮坂昌利・L&T

39号71頁，作花文雄・コピライト562号40頁，

本件下級審判決に関する評釈として，五味由典

［第１審判批］国士舘法学38号192頁，作花文雄

［控訴審判批］コピライト553号51頁がある。な

お，脱稿後，今村哲也・TKC速報判例解説知

的財産法No.8（2008）に接した。

＜参照条文＞　著作権法54条１項（平成15年法

【要　旨】
律第85号による改正前及び改正後のもの），57

条，平成15年法律第85号改正附則２条，３条

X1（原告，控訴人，上告人）は，映画「シ

ェーン」（以下，本件映画という）の著作権を

有する米国法人である。X2（原告，控訴人，

上告人）は，本件映画の日本における独占的利

用権を有している。本件映画は，X1により昭

和28年５月27日にアメリカ合衆国において最初

に公表された。Y1（被告，被控訴人，被上告

人）は，本件映画を収録したマスターフィルム

を製造し，Y2（被告，被控訴人，被上告人）

に販売した。Y2はこれを基に本件映画のDVD

を製造し，販売した。本件は，これらのＹらの

行為が本件映画の複製権（21条）および頒布権

（26条１項）を侵害するとして，Ｙらに対し，

X1がマスターフィルムおよびDVDの販売等の

差止を，X2が損害賠償を，それぞれ求めた事

案である。

Ｙらは，昭和28年に公表された本件映画の著
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作権の存続期間は，公表の翌年から起算して50

年後の平成15年12月末日をもって満了したと主

張した。これに対してＸらは，映画の著作権の

存続期間を公表後70年に延長する著作権法改正

（平成15年法律第85号。以下，「本件改正法」と

いい，その改正を「本件改正」という）により，

本件映画の著作権の存続期間は公表後70年とな

ったため，本件映画の著作権はいまだ消滅して

いないと主張した。

第１審（東京地判平成18年10月６日民集61巻

９号3500頁）および原審（知財高判平成19年３

月29日民集61巻９号3536頁）はいずれも，本件

映画には本件改正後の存続期間は適用されず，

本件映画の著作権は消滅したと判断して，Ｘら

の請求を棄却した。Ｘらが上告。

上告棄却

（1）本件改正法に関する経過規定を定める

附則２条（以下，「本件経過規定」という）の，

「この法律の施行の際現に」の解釈について

「一般に，法令の経過規定において，『この法

律の施行の際現に』という本件経過規定と同様

の文言（以下，「本件文言」という）が用いら

れているのは，新法令の施行日においても継続

することとなる旧法令下の事実状態又は法状態

が想定される場合に，新法令の施行日において

現に継続中の旧法令下の事実状態又は法状態を

新法令がどのように取り扱うかを明らかにする

ためであるから，そのような本件文言の一般的

な用いられ方…を前提とする限り，本件文言が

新法令の施行の直前の状態を指すものと解する

ことはできない。」

「したがって，本件文言の一般的用法におい

ては，『この法律の施行の際』とは，当該法律

の施行日を指すものと解するほかなく，『…の

際』という文言が一定の時間的な広がりを含意

させるために用いられることがあるからといっ

【判　旨】

て，当該法律の施行の直前の時点を含むものと

解することはできない」

（2）「したがって，本件映画を含め，昭和28

年に団体の著作名義をもって公表された独創性

を有する映画の著作物は，本件改正による保護

期間の延長措置の対象となるものではなく，そ

の著作権は平成15年12月31日の終了をもって存

続期間が満了し消滅したというべきである。」

（3）「Ｘらは，本件改正法の成立に当たり，

昭和28年に公表された映画の著作物の保護期間

の延長を意図する立法者意思が存したことは明

らかであるとして，この立法者意思に沿った解

釈をすべきであると主張する。しかし，本件経

過規定における本件文言について，本件文言の

一般用法とは異なる用い方をするというのが立

法者意思であり，それに従った解釈をするとい

うのであれば，その立法者意思が明白であるこ

とを要するというべきであるが，本件改正法の

制定に当たり，そのような立法者意思が，国会

審議や附帯決議等によって明らかにされたとい

うことはできず，法案の提出準備作業を担った

文化庁の担当者において，映画の著作物の保護

期間が延長される対象に昭和28年に公表された

作品が含まれるものと想定していたというにす

ぎないのであるから，これをもってＸらの主張

するような立法者意思が明白であるとすること

はできない。」

１ 映画の著作物の存続期間の延長を定め

た本件改正法により，映画の著作物の存続期間

は，原則として著作物の公表後70年に延長され

た（54条１項）。本件改正前の映画の著作物の

存続期間は，原則として公表から50年とされて

おり（改正前54条１項），存続期間は公表され

た日の属する年の翌年から起算されるから（57

条），昭和28年に公表された本件映画の存続期

間は，昭和29年から50年を経過した年の末日で

【研　究】
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ある平成15年12月31日の終了をもって満了する１）。

ところが，本件改正法が平成16年１月１日に施

行され，映画著作物の存続期間が公表後70年と

なったことから，本件映画についても改正後の

存続期間の適用が認められるか否かが争われ

た。本件経過規定は，改正後の54条１項は「こ

の法律の施行の際現に改正前の著作権法による

著作権が存する映画の著作物」について適用さ

れると規定している２）。著作権法の所轄官庁で

ある文化庁およびその関係者は，施行日の前日

に存続期間を満了する映画著作物もこれに含ま

れるとの見解を一貫して示していた。ところが，

下級審裁判例において，これを否定する判断を

示すものが現れたため３），上記の文化庁見解に

基づいて，昭和28年公開映画についても存続期

間の延長を当然に期待していた映画業界は大き

な衝撃を受けた。本件最高裁判決により，本件

経過規定の解釈に関する混乱は，一応の収束を

見たといえよう。

２ 本件映画は旧著作権法（明治32年法律

第39号。以下旧法という）の下で創作，発行さ

れた映画著作物であるから，その存続期間の認

定にあたっては，まず，旧法下での適用条文を

確認する必要がある。というのは，現行著作権

法（昭和45年法律第48号。以下現行法という）

制定の際，旧法の定める存続期間が現行法のそ

れよりも長い場合には，現行法施行後であって

も前者が適用されるとの規定がおかれたためで

ある（現行法附則７条）４）。

現行法施行直前の旧法の規定を確認すると，

映画の著作物については，独創性の有無により

異なる存続期間が定められ（旧法22条ノ３），

独創性を有するものに関しては，著作者の生前

に発行・興行された著作物の場合には著作者の

死後38年（旧法３条・52条１項），無名・変名

の著作物の場合には発行または興行後38年（旧

法５条・52条１項），団体の著作名義で公表さ

れた著作物の場合には発行または興行後33年

（旧法６条・52条２項）等の存続期間が定めら

れていた５）。そのため，昭和28年以前に公表さ

れた映画の著作物であっても，旧法３条の死亡

時起算が適用される著作物については，旧法の

定める存続期間の方が現行法のそれよりも長い

場合があり６），その場合は旧法に基づく存続期間

が付与される。

他方，本件においては，本件映画が法人であ

るX1の名義により発行された著作物であるこ

とについて特に争いがなく７），裁判所もそうし

た事実認定を行っているため，発行時を起算時

とする旧法６条が適用される。したがって，現

行法の改正前54条１項の存続期間の方が長いこ

ととなり，本件改正法施行の直前である平成15

年12月31日まで著作権が存続するため，本件改

正法の適用の有無，すなわち，本件経過規定の

解釈が争点となったのである。

３ 昭和28年公表の団体名義の映画著作物

に対する，本件改正法の適用の有無が争点とな

った裁判例としては，東京地裁による決定（以

下，「ローマの休日事件」という）８），および本

件の下級審裁判例が存在するが，いずれの事件

においても本件改正後の54条１項の適用は認め

られないとの判断がなされた。

これらの下級審裁判例において，著作権者ら

は，本件経過規定の解釈に関して，平成15年12

月31日午後12時と平成16年１月１日午前０時と

は同時であるから，本件改正法の施行時におい

て，問題とされた映画に関する著作権は存して

いたとの主張を行なっている９）。この見解は，

本件経過規定と同様の文言を定めた，昭和45年

成立の現行法の経過措置である附則２条10）の説

明において，文化庁関係者により示されてきた

ものであり11），従来，こうした解釈に特に異論も

なかったことから，本件改正法の附則も当然に

同様に解されるべきとの理解が示されていた12）。

そのため，著作権者としては，こうした解釈に

基づいて，問題となった映画の著作権が延長さ
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れるとの期待を有したとしても不自然ではな

い。しかし，上記の裁判例では，54条１項およ

び57条の規定は，年をもって期間を定めており

（民法140条），この場合，期間はその末日の終

了を持って満了する（民法141条）のであるか

ら，保護期間の満了を把握する単位は「日」で

あり，本件改正法の適用の可否も「日」をもっ

て定められていると解すべきであるとして，瞬

時をもって満了時を捉える著作権者らの主張は

採用しえないと判断された。

なお，原審において原告らは，本件経過規定

の解釈につき，同規定の趣旨を，公有に帰した

著作物の権利を本件改正法により復活させるこ

とを否定することにあると捉え，改正法施行の

「直前に」存続期間が満了する著作物であれば，

公有に帰した期間が存在しないため，権利の延

長を認めることが同規定の目的に合致するとも

主張している13）。しかし，経過規定の趣旨を上

記のように解したからといって，必然的に，施

行の直前に存続期間が満了する著作物について

も保護期間を延長するとの結論が導き出される

わけではなく，この見解は，延長を認めた場合

であっても本件経過規定の目的には反しない，

という消極的根拠として位置付けられるにすぎ

ないように思われる。

４ 一方，本件上告審においてＸらは，本

件経過規定にいう「施行の際現に」という文言

は，平成16年１月１日午前０時の「直前」をも

含むものと解すべきであると主張した。そして，

この解釈を根拠付ける理由として，①立法実務

では，「施行の際現に」と「施行の日において」

とは異なる意味を有するものとして使用されて

いること，②上記のように解さない場合，本件

経過規定にいう「改正前の著作権」が存在しな

いこととなり，同規定が理論破綻すること，③

本件経過規定とほぼ同様の文言を使用する現行

法制定時の経過規定（附則２条）は，施行日の

直前に存続期間が満了した著作物についても適

用を認めたものと解されているのであるから，

本件経過規定についても同様に解すべきである

こと，等を挙げ，さらに，④本件改正に関する立

法者意思は，昭和28年公開の映画の著作物に対

して保護期間の延長を認めるものである，と主張

した。

本件経過規定における「…の際」という文言

自体は，必然的に「日」を意味すると解される

ものではなく14），本判決も，「…の際」という

文言が一定の時間的な広がりを含意することも

あること自体は認めている。しかし，経過規定

におけるこの文言が，一般的にＸらの主張する

ようなものと解されるかどうかについては，判

旨（1）のように述べて，「この法律の施行の際」

とは，当該法律の「施行日」を指すと解するの

が一般的な用法であるとの解釈を示した。

そして，本件文言が，「新法令の施行日にお

いても継続することとなる旧法令下の事実状態

又は法状態が想定される場合に，新法令の施行

日において現に継続中の旧法令下の事実状態又

は法状態を新法令がどのように取り扱うかを明

らかにする」ものであるのだから，②の主張も

当たらないと判断している。

たしかに，本件改正法附則１条が施行時を

「日」をもって定めていることも考慮すれば，

「施行の際」との文言自体から，これを施行日の

直前と理解することが一般的であるということ

は困難と思われる。したがって，本件経過規定

における「この法律の施行の際」とは，平成16

年１月１日を指すものと解するのが自然である

といえよう15）。

５ しかし，本件文言の一般的な用法が上

記のように解されるとしても，一般的用法と異

なる解釈を認めるべき特段の事情が認められる

場合にも，一般的用法に基づく解釈を維持すべ

きかどうかについては議論の余地があろう。

まず，上記Ｘらの主張③にあるように，仮に，

現行法制定時の経過規定について，施行の直前
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に存続期間が満了する著作物にも適用されると

の立法者意思が存在し，そうした解釈が採用さ

れていたと認められるのであれば，本件経過規

定においてもこれと同様の解釈を採用すべきで

はないか，という問題が生じよう。現行法制定

時の附則２条に関する立法者意思につき，前掲の

ローマの休日事件は明確な判断を避けており16），

昭和45年当時の立法者意思等は問題とせずに本

件改正法の経過規定の解釈を行なっている。他

方，本件最高裁判決は，この点につき特に言及

をしていないが，本件第１審および控訴審では，

現行法の経過規定において，Ｘらの主張するよ

うな立法者意思は認められないとの判断を下し

ており，最高裁判決もこの認定を前提としてい

ると考えるのが素直な理解であろう。

また，本件では，Ｘらの主張④にあるような

立法者意思が認められる場合に，これに基づい

た解釈を採用しうるかという点が問題となりう

るが，最高裁は，判旨（3）のように述べて，立

法者意思の存在自体を否定した。文化庁による

本件改正法の解説においては，昭和28年公表の

映画著作物にも改正後の54条１項が適用される

との見解が明示されているが17），最高裁は，こ

れは，文化庁の担当者がそうした想定をしてい

たに過ぎないものと判断している。

最高裁の指摘するように，文言の一般的な理

解と異なる解釈を認める場合，一般的な解釈に

基づいて行動する者に対して不測の不利益を与

える危険性も大きいため，立法者意思の明白性

は必要であろう18）。本件改正に関する立法経緯

については，本件の下級審において詳細に検討

されているが，本件改正法の国会審議において，

昭和28年公表の映画著作物への本件改正法の適

用に関する言及はまったくない19）。そのため，

Ｘらの主張するような明白な立法者意思の存在

を認定することは困難と言わざるを得ず，上記

の文化庁見解が実務上重要視されるという事情

があるとしても，これを立法者意思と同視して，

Ｘの主張する解釈を根拠付けることは難しいと

言えるだろう。

注　記

1） 民法140，141条。なお，本件映画は米国におい

て最初に公表された著作物であるが，「文学的及

び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約」（以

下，ベルヌ条約）に基づき，著作権法６条３号

の規定の適用により，わが国の著作権法の保護

対象となり，その存続期間の算定にあたっては，

ベルヌ条約７条（8）により，わが国の規定が適用

される。

2） 本件改正法附則２条「改正後の著作権法（次条

において「新法」という）第54条第１項の規定

は，この法律の施行の際現に改正前の著作権法

による著作権が存する映画の著作物について適

用し，この法律の施行の際現に改正前の著作権

法による著作権が消滅しているものについては，

なお従前の例による。」

3） 東京地決平成18年７月11日判例時報1933号68頁

［ローマの休日事件］および本件の下級審裁判例

である，東京地判平成18年10月６日民集61巻９

号3500頁，知財高判平成19年3月29日民集61巻９

号3536頁。

4） 本件改正法の下でも同様の規定が維持されてい

る（本件改正法附則３条）。したがって，旧法下

において創作された著作物のうち，本件改正法

施行日に著作権が存することが明らかな著作物

については，旧法に基づく存続期間と，本件改

正後の54条１項が定める存続期間（公表から70

年）のうち，長い方の存続期間が認められる。

5） これらの存続期間は，現行法と同様，死亡や公

表時の翌年から起算するものと定められていた

（旧法９条）。

6） したがって，昭和28年以前に公表された映画著

作物であっても，平成15年の末日において存続

期間が満了しているとは限らない。自然人であ

る映画監督が著作者の一人であると認定され，

旧法３条に基づき，著作者の死亡時を起算点と

して存続期間が算定された結果，存続期間はい

まだ満了していないと判断された裁判例として，

東京地判平成19年８月29日平成18年（ワ）第15552

号（チャップリン映画事件），東京地判平成19年

９月14日平成19年（ワ）第8141号（黒澤映画①事
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件），東京地判平成19年９月14日平成19年（ワ）第

11535号（黒澤映画②事件），東京地判平成20年

１月28日平成19年（ワ）第16775号（黒澤映画③事

件）を参照（評釈として，駒田泰士［黒澤映画

②事件判批］TKC速報判例解説知的財産法No.5

（2008），吉田正夫＝狩野雅澄「旧著作権法下の

映画著作物の著作者の意義と保護期間―チャッ

プリン映画DVD無断複製頒布事件及び黒澤映画

DVD無断頒布事件―」コピライト562号49頁等

がある）。なお，旧法下においては，現行法16条

のような，映画の著作物の著作者に関する規定

が存在しなかったことから（現行法16条が，現

行法施行前に創作された著作物について適用を

みないことについては，現行法附則４条参照），

映画の著作物の著作者の認定について見解の一

致が必ずしも見られなかったといわれるが，上

記の裁判例は，映画の著作者とは，映画の「制

作，監督，演出，撮影，美術等を担当してその

映画の著作物の全体的形成に創作的に寄与した

者である」との判断を示し，旧法６条の定める

団体著作物とは，「当該著作物の発行又は興行が

団体名義でされたため，当該名義のみからは著

作者の死亡時期を観念ないし判別することがで

きないものをいうと解するのが相当である」と

述べ，監督個人の氏名のほかに，映画会社の表示

があったとしても，これは著作権者としての表示

であり，「著作者」の名義として表示されている

とはいえないとして，旧法６条の適用はないと判

断している。

7） 本件の第１審は，争いがない事実として，本件

映画の著作者がX1であることを述べるのみであ

り，本件映画の著作者の認定について詳細な検

討はしていない。注６）にあげた裁判例には，

旧法６条を「著作者」の名義として表示されて

いるかどうかを問題としているように読めるも

のも存在し，６条適用の前提としては，法人等

の団体が「著作者」であることを要求している

と理解する余地もあろう。しかし，旧法６条の

文言は，「著作名義」が法人であるのか，個人で

あるのかを問題としており，「著作者」の認定と

は区別しているとの理解が可能であり，本件第

１審も，旧法６条の適用を認める部分において

は，著作名義の問題として判断している（民集

61巻９号3519頁）。

8） 東京地決平成18年７月11日判例時報1933号68頁。

評釈として，作花文雄・判例評論575号15頁，同

コピライト548号22頁，盛岡一夫・発明104巻１

号66頁，横山久芳・NBL844号32頁等がある。

9） 宮坂昌利［本件判批］L&T39号73頁は，この見

解を「時点同一論」とよぶ。

10） 現行法附則２条１項は，「改正後の著作権法（以

下『新法』という。）中著作権に関する規定は，

この法律の施行の際現に改正前の著作権法（以

下『旧法』という。）による著作権の全部が消滅

している著作物については，適用しない。」と定

める。

11） 加戸守行『著作権法逐条講義』初版515頁，５訂

新版765頁参照。なお，現行法の経過規定の解釈

については，多くの文献において，同法の施行

日である昭和46年１月１日の前日に存続期間が

満了する著作物についても現行法の適用が認め

られるとの説明がなされていた（佐野文一郎＝

鈴木敏夫『改訂・新著作権法問答』160頁，内田

晋『問答式　入門著作権法』272－275頁，前

掲・加戸等参照）。また，明言はしていないが，

当時の文化庁文化部著作権課課長であった加戸

守行氏による「著作権法の全面改正について―

著作物の多様化，増大に伴う改正－」時の法令

746・747号２頁（1971）18～19頁では，現行法

の適用範囲に関する経過措置に関連して，新法

（昭和45年制定の現行法―筆者注）の施行の際現

に著作権が消滅している著作物の例として，昭

和６年に死亡した著作者の著作物，との記載が

認められ，昭和7年に死亡した著作者の著作物は

（旧法によれば昭和45年12月31日に存続期間が満

了する）改正法の適用を受けるものとの理解を

前提としているものと思われる。

12） 加戸・前掲５訂新版346，878頁。文化庁長官官

房著作権課「著作権法の一部を改正する法律に

ついて」コピライト508号37頁，文化庁『著作権

法入門（平成16年版）』32頁も同様の理解を前提

に，昭和28年公表の映画著作物にも改正後の54

条１項が適用されるとの見解を述べているもの

と推測される。

13） こうした見解は，作花文雄氏による本件の論点

に関する多くの論考において示されている（作

花文雄「映画『ローマの休日』の保護期間をめ

ぐる法制上の論点」コピライト548号23頁，同

「映画『シェーン』事件知財高裁判決」コピライ

ト553号52頁「『シェーン』事件最高裁判決の残
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した課題」コピライト562号41頁等を参照）。本

件経過規定が，公有に帰した著作物の保護の復

活を回避することを目的としていることについ

ては，俵幸嗣「著作権法の一部を改正する法律」

ジュリスト1251号28頁も参照。

14） 作花・前掲コピライト548号29～30頁。

15） 横山・前掲NBL844号32頁参照。

16） 東京地決平成18年７月11日判例時報1933号68頁。

17） 注12）に挙げた文献を参照。

18） 前掲・横山36頁。

19） 平成15年第156回国会 著作権法の一部を改正す

る法律案提出理由説明，同参議院文教科学委員

会会議録第13・14号，同衆議院文部科学委員会

議事録第17・18号参照。

（原稿受領日　2008年６月４日）
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